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 Ⅰ 計画改定の目的  

 

霧島市では、行政改革を着実に進めるために霧島市行政改革大綱（第２次）（以下

「大綱」という。）を平成23年3月に定め、積極的に行政改革を進めてきました。ま

た、大綱に基づき、平成23年3月に霧島市定員適正化計画（第２次）を策定し、その

なかで平成23年４月１日から平成28年４月１日までに職員数を86人削減する目標を掲

げ、職員数の適正管理に努めてきました。その結果、平成26年４月１日時点で、目標

1,163人に対し実績1,153人となり、目標を上回るペースで現在までに６６人の削減を

達成しています。 

しかしながら、行政を取り巻く情勢は、国や地方の財政状況の悪化や少子高齢化の

進展など多くの分野で依然厳しいものとなっています。そのため、今後も引き続き行

政改革の推進が必要であることから、今回、５年間を計画期間としていたこれまでの

「霧島市行政改革大綱（第２次）」の基本方針を継承しつつ現状に即した見直しを行

うとともに、第一次霧島市総合計画の計画期間（平成20年度～平成29年度）と整合を

図るため、計画期間を平成２９年度まで２年間延長した「霧島市行政改革大綱（第２

次／改定版）」の趣旨を踏まえ、平成30年４月１日における職員数の目標を示し、さ

らなる定員適正化を図るものです。 

 

 Ⅱ 職員数の現状及び財政状況  

１ 職員数の削減状況 

平成23年４月１日から平成26年４月１日までにおいて、職員数は66人（合併時か

ら278人）の減となり、目標を上回る削減数となっています。 

なお、前計画期間（平成18年４月１日から平成23年４月１日まで）においては、

職員数は189人（合併時から212人）の減となっています。 

 

■　職員数の削減状況（平成23～26年度）

平成23 平成24 平成25 平成26 年度合計

目標 - 1,201 1,175 1,163 -

実績 1,219 1,207 1,168 1,153 -

増減数 - ▲ 12 ▲ 39 ▲ 15 ▲ 66

目標 - 1,020 994 982 -

実績 1,044 1,027 987 972 -

増減数 - ▲ 17 ▲ 40 ▲ 15 ▲ 72

目標 - 181 181 181 -

実績 175 180 181 181 -

増減数 - 5 1 0 6

（単位：人）

消防

４月１日の
総職員数

年　度

消防除く

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考　職員数の削減状況（平成18～23年度）

平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 年度合計

目標 - 1,401 1,369 1,329 1,302 1,268 -

実績 1,408 1,373 1,324 1,268 1,243 1,219 -

増減数 - ▲ 35 ▲ 49 ▲ 56 ▲ 25 ▲ 24 ▲ 189

目標 - 1,225 1,193 1,153 1,126 1,092 -

実績 1,232 1,197 1,148 1,096 1,067 1,044 -

増減数 - ▲ 35 ▲ 49 ▲ 52 ▲ 29 ▲ 23 ▲ 188

目標 - 176 176 176 176 176 -

実績 176 176 176 172 176 175 -

増減数 - 0 0 ▲ 4 4 ▲ 1 ▲ 1

（単位：人）

年　度

４月１日の
総職員数

消防除く

消防
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２ 部門別職員数の推移及び職員年齢別構成 

本市の平成26年度当初における部門別職員数は、一般行政部門696人、特別行政

部門384人、公営企業等会計部門（病院事業、水道事業、下水道事業、国民健康保

険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業及び温泉供給事業）73人となっていま

す。 

なお、平成18年度から26年度までの職員数の推移及び平成26、18年度当初の職員

年齢別構成は、次のとおりです。 

■　部門別職員数の推移

平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25 平成26

議会 11 10 10 10 9 9 9 9 8

総務 281 253 243 234 215 207 201 195 194

税務 72 77 72 67 66 63 63 63 63

民生 172 166 160 154 153 149 145 138 138

衛生 86 92 93 89 87 86 84 75 72

労働 0 0 0 0 0

農林水産 97 98 91 92 94 96 92 88 92

商工 27 34 32 33 31 33 32 35 31

土木 135 130 125 112 109 108 111 101 98

一般行政計 881 860 826 791 764 751 737 704 696

教育 266 256 242 229 227 217 215 210 203

消防 176 176 176 172 176 175 180 181 181

特別行政計 442 432 418 401 403 392 395 391 384

1,323 1,292 1,244 1,192 1,167 1,143 1,132 1,095 1,080

3 3 2 2 2 2 1 1 1

39 39 38 36 36 36 35 34 34

15 14 14 14 14 14 15 14 14

28 25 26 24 24 24 24 24 24

85 81 80 76 76 76 75 73 73

1,232 1,197 1,148 1,096 1,067 1,044 1,027 987 972

1,408 1,373 1,324 1,268 1,243 1,219 1,207 1,168 1,153

総合計（消防除く）

総　合　計

職員数（４月１日現在）

※　公営企業等会計部門の「その他」は、国民健康保険事業、介護保険事業、後期高齢者医療事業及び温泉供給事業の職員数です。

部
門

公
営
企
業
等
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計

病院
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下水道

その他

公営企業等会計部門計

（単位：人）
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■ 職員年齢別構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26.4.1現在

人数 比率 人数 比率 人数 比率

56歳～62歳 84 9.4 7 4.0 91 7.8
51歳～55歳 150 16.7 11 6.3 161 13.7
46歳～50歳 150 17.7 23 13.1 173 14.8
41歳～45歳 159 17.7 30 17.0 189 16.1
36歳～40歳 164 18.3 25 14.2 189 16.1
31歳～35歳 109 12.2 19 10.8 128 10.9
26歳～30歳 56 6.2 39 22.2 95 8.1
18歳～25歳 25 2.8 27 15.3 52 4.4

合　　計 897 100.0 181 102.8 1,078 100.0
※　教育長、県警からの出向、中央高校教員等を除く。

区　分
消防除く 消　防 合　計

H18.4.1現在

人数 比率 人数 比率 人数 比率

56歳～62歳 145 12.5 21 11.9 166 14.2

51歳～55歳 191 16.5 26 14.8 217 18.5

46歳～50歳 135 13.7 9 5.1 144 12.3

41歳～45歳 159 13.7 17 9.7 176 15.0

36歳～40歳 164 14.1 23 13.1 187 16.0

31歳～35歳 156 13.4 35 19.9 191 16.3

26歳～30歳 155 13.4 19 10.8 174 14.9

18歳～25歳 55 4.7 26 14.8 81 6.9

合　　計 1,160 100.0 176 100.0 1,336 100.0

※　教育長、県警からの出向、中央高校教員等を除く。

消　防 合　計
区　分

消防除く
0 50 100 150 200 250

56歳～62歳

51歳～55歳

46歳～50歳

41歳～45歳
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31歳～35歳

26歳～30歳

18歳～25歳

一般

消防

0 50 100 150 200 250
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51歳～55歳

46歳～50歳

41歳～45歳

36歳～40歳

31歳～35歳

26歳～30歳

18歳～25歳

一般

消防
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３類似団体別職員数及び定員回帰指標との比較 

 

⑴ 類似団体別職員数との比較 

 類似団体別職員数と本市の平成25年度当初の職員を比較すると、単純値で275

人（超過率25.1パーセント）、修正値で170人（超過率15.5パーセント）といず

れも超過している状況であり、今後も職員数を削減する必要があります。ただ

し、類似団体別職員数には面積要件が加味されておらず、霧島市の面積（603.15

平方キロメートル）は、類似団体の面積の平均（241.25平方キロメートル）に比

べ広いことから、このことを踏まえて判断する必要があります。 

試算値 超過数 超過率 試算値 超過数 超過率

議　　会 9 8 1 11.1 8 1 11.1

総　　務 195 160 35 17.9 163 32 16.4

税　　務 63 51 12 19.0 51 12 19.0

民　　生 138 176 ▲ 38 ▲ 27.5 166 ▲ 28 ▲ 20.3

衛　　生 75 74 1 1.3 61 14 18.7

労　　働 2 ▲ 2 － 0 －

農林水産 88 29 59 67.0 34 54 61.4

商　　工 35 17 18 51.4 18 17 48.6

土　　木 101 84 17 16.8 89 12 11.9

一般行政計 704 601 103 14.6 590 114 16.2

教　　育 210 131 79 37.6 181 29 13.8

消　　防 181 87 94 51.9 154 27 14.9

普通会計計 1,095 820 275 25.1 925 170 15.5

※2　類似団体職員数は、指数により算出するため、各部門の人数と計は一致しません。
　                       

※1　類似団体別職員数とは、総務省が定員回帰指標とともに示しているもので、人口と産業構造をもとにグ
　 ループ分けし、その平均値をもとにグループごとに、人口１万人当たりの職員数を部門別に算出し、指標と
　 しています。具体的には部門ごとに各類型の全体の単純な平均値（単純値）と、その部門に職員を配置して
　 いる団体だけの平均値（修正値）を算出します。本市は、人口10万人以上15万人未満、産業構造Ⅱ次、Ⅲ
　 次95パーセント未満かつⅢ次55パーセント以上というグループに区分され、平成25年度においては全国で
　 は85市が、県内では鹿屋市が属しています。

■　類似団体別職員数との部門別比較（H25.4.1現在）　　　　（単位：人，％）

　単純値 　修正値

類似団体別職員数との比較

部門
職員数
H25.4.1
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⑵ 定員回帰指標との比較 

定員回帰指標と本市の平成26年度当初の職員を比較すると、26人（超過率2.4

パーセント）超過している状況であり、本計画策定当初の平成21年４月１日現在

（88人超過、超過率7.3パーセント）と比較すると改善が見られますが、今後も

職員数を削減する必要があります。 

 

■　定員回帰指標との比較（H26.4.1現在） （単位：人，％）

霧島市 定員回帰指標 超過数 超過率

普通会計職員数 1,089 1,063 26 2.4

※1　定員回帰指標とは、総務省が従来の定員の適正化の指標としての定員モデル（Ｈ19年度まで）に代えて新たな
　 定員管理指標として示しているものです。地方公共団体の職員数は、立地条件や社会経済条件、法令による権能
　 など、様々な行政要因などから、画一的に定めることが困難であることから、この指標によって、人口と面積か

　 らなる基本的な要素に、市町村合併の有無や一部事務組合などにおける共同処理の業務を加味して、普通会計に
　 おける平均的な水準との単純な比較を行うものです。

※2　普通会計職員数には、教育長と再任用職員を含みます。霧島市の内訳は、市の職員数1,080人と一部事務組合等
　の相当職員数９人です。

※3　定員回帰指標は、平成26年４月１日現在の人口と面積により算出しています。  
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４ 財政状況 

本市の財政状況においては、平成24年度決算で自主財源比率が38.4パーセント

と、全国の類似団体の49.6パーセント（平成24年度決算）と比較しても低く、依然

として地方交付税等の依存財源に頼っているのが現状であり、自主財源の確保に努

めることが今後の財政運営における重要な課題となっています。 

財政構造の弾力性を示す経常収支比率においては、通常70パーセントから80パー

セントに分布することが標準的とされますが、本市においては平成24年度決算にお

いて、86.0パーセント（類似団体の平成24年度決算では、90.3パーセント）と高い

水準となっていることから、今後より一層の経常的経費の節減、合理化に努めると

ともに、経常的一般財源の確保に努め、長期的視野に立脚した計画的かつ安定的な

財政運営に努める必要があります。 

さらに予算規模の比較では、平成25年度類似団体の一般会計当初予算の平均が約

443億円であるのに対し、霧島市は約530億円であり、約87億円超過している状況で

す。 

一方、平成17年度に合併した本市においては、普通交付税における合併算定替に

よる増加措置が平成28年度から徐々に減少し、平成32年度には終了することとなっ

ており、平成33年度時点での普通交付税額は、国の特別枠を考慮しない場合、平成

27年度に比較し約40億円減少する見込みです。 

このようなことから、経費全般を適正に縮減していくことが「持続可能な健全財

政」構築の必須条件であり、一般財源の占める割合が大きい人件費においても、職

員数の削減を引き続き実施し、経費全般の削減に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

 Ⅲ 定員適正化の目標  

 

１ 計画期間 

本定員適正化計画の計画期間は、平成23年４月１日から平成30年４月１日までと

します。 

  

２ 定員適正化の目標値 

本市の職員数と総務省の類似団体別職員数及び定員回帰指標を比較すると、本市

の職員数はいずれの指標においても超過している状況です。また、新市まちづくり

計画における合併10年間で職員を20パーセント削減する方針、さらに本市の財政状

況も踏まえ、平成26年４月１日現在の職員数1,153人を、平成29年度までの４年間

で43人削減し、平成30年４月１日現在の職員数を合併時点からの削減率22.4パーセ

ントに当たる1,110人とします。ただし、消防に関しては、消防力の整備水準を考

慮して現在の定員を維持します。 

 

■　今後の職員数の見込み

平成26 平成27 平成28 平成29 平成30 年度合計

４月１日の総職員数 1,153 1,141 1,129 1,119 1,110 -

消防･高校除く 912 900 888 878 869 -

消防 181 181 181 181 181 -

中央高校教員 60 60 60 60 60 -

退職見込み数 24 26 21 19 - 90

消防除く 22 22 20 19 - 83

消防 2 4 1 0 - 7

次年度採用予定数 12 14 11 10 - 47

消防除く 10 10 10 10 - 40

消防 2 4 1 0 - 7

対前年度比較 - ▲ 12 ▲ 12 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 43

消防除く - ▲ 12 ▲ 12 ▲ 10 ▲ 9 ▲ 43

消防 - 0 0 0 0 0

（単位：人）

※　計画の進行に当たっては、勧奨退職制度も活用しながら定員の適正化に努めますが、勧奨退
  職等により退職者数が増加した場合、次年度採用予定数が増加する場合があります。

　　　　　　年　度
　区　分
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３ 目標実現のための方策 

職員の定員適正化を進めるに当たって、各部・課に配属される職員数は減少する

こととなります。そのため、職員数の削減に併せて組織や事務の合理化に努め、平

成24年３月に策定した霧島市人材育成計画（第２次 ）などの他計画との整合性を図

りながら、住民サービスを低下させないための取組も進めていきます。一方、厳し

い財政状況の中、効果的で効率的な行政経営を進めるため、積極的な民間委託等の

推進や事務補佐員の業務の繁閑に応じた適正配置にも取り組みます。 

４ 計画の達成状況の公表 

この計画における目標の達成状況については、地方公務員法第58条の２の規定に

より毎年行われる「給与等の公表」において、その内容を広報誌や市ホームページ

等に公表します。 

 

 


